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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期
第２四半期
連結累計期間

第42期
第２四半期
連結会計期間

第41期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年９月30日

自平成20年７月１日
至平成20年９月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 7,442,059 3,993,320 17,559,772

経常利益（千円） 242,425 427,548 1,293,635

四半期（当期）純利益（千円） 97,410 225,752 526,769

純資産額（千円） － 6,713,570 6,734,421

総資産額（千円） － 10,067,278 10,694,984

１株当たり純資産額（円） － 721.88 718.44

１株当たり四半期（当期）純利益
金額（円）

11.09 25.71 60.25

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額（円）

11.00 25.53 59.43

自己資本比率（％） － 63.0 59.0

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

△156,522 － 939,235

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

△215,860 － △771,073

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー（千円）

△68,358 － △212,813

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（千円）

－ 4,280,464 4,721,204

従業員数（人） － 980 930

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

　(1）連結会社の状況 平成20年９月30日現在

　　従業員数（人） 980 (261)

（注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期連結会

計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

　(2）提出会社の状況 平成20年９月30日現在

　　従業員数（人） 476 (52)

（注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記

載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日 
　　至　平成20年９月30日） 

コンサルティング事業（千円） 1,405,531

システム開発事業（千円） 1,926,438

アウトソーシング事業（千円） 539,097

合計（千円） 3,871,066

　（注) １．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

　当第２四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

コンサルティング事業 1,483,324 1,739,194

システム開発事業 1,895,053 1,759,561

アウトソーシング事業 21,525 681,746

合計 3,399,902 4,180,501

　（注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．前期以前に受注した案件で、契約の変更等によりその内容に変更のあるものについては、当第２四半期連結

会計期間の受注高にその増減額を含んでおります。

(3) 販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
 当第２四半期連結会計期間
 （自　平成20年７月１日
 　　至　平成20年９月30日）

コンサルティング事業（千円） 1,394,832

システム開発事業（千円） 2,062,674

アウトソーシング事業（千円） 535,814

合計（千円） 3,993,320

　（注) １．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的に景気後退の懸念が強まるなか、厳しい局面に入って

おり、景気の先行きについてもさらに厳しさを増すリスクが存在しております。

このような経済環境のもと、当社グループにおいては、生産性の向上及び販管費の管理を推進することにより、売

上総利益率や販管費は概ね予定通りに推移いたしましたが、売上高の減少に伴う売上総利益の減少により、営業利

益が当初予定を下回る結果となりました。当第２四半期連結会計期間における業績は売上高3,993百万円、営業利益

422百万円、経常利益428百万円、四半期純利益226百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①コンサルティング事業　

コンサルティング事業の当第２四半期連結会計期間は売上高1,396百万円、営業利益329百万円となりました。

業務管理に関するコンサルティング分野におきましては、会社法、金融商品取引法等の法改正に起因した内部統

制コンサルティングサービスが、主要な３月決算法人の文書化作業が一巡したために需要が前年に比較して大幅に

減少しており、コンサルティング事業セグメントにおける売上減少の主たる要因となっております。内部統制コン

サルティングサービスは縮小傾向にあるものの、３月決算法人以外の法人及び中小の法人を対象とした文書化の

サービスや既に文書化支援を提供した顧客に対する内部統制運用段階での支援サービスは引き合いも多く、当該セ

グメントの主要な収益源の１つとなっております。

ＳＩ(システムインテグレーション)分野におきましては、ＳＩ開発に関する売上は第１四半期連結会計期間にお

いては前年並みに推移したものの、大型開発案件の受注が低迷したため第２四半期連結会計期間における売上が前

年に比較して大きく減少する結果となりました。一方で、ＳＩ開発後のシステム定着化におきましては、前年のＳＩ

開発案件の定着化を中心にして引き続き売上を伸ばしております。

アプリケーション統合コンサルティングに関する分野におきましては、事業拡大に向けて計画的な要員教育及び

組織拡大に重点を置いているため、売上高は前年に比較して減少しておりますが、概ね予定通りに推移しておりま

す。

ネットワークセキュリティに関する分野におきましては、前年から強化してきたログ管理などのＩＴ基盤のセ

キュリティ強化に関するサービスが売上を伸ばしております。

　

　

②システム開発事業

システム開発事業の当第２四半期連結会計期間は売上高2,088百万円、営業利益122百万円となりました。

システム開発事業分野におきましては、徐々に景気悪化の影響が顕在化してきており、顧客企業の情報化投資の

縮小又は延期等が発生しつつあります。主力となる証券業界向けシステム開発も、株券電子化に係る開発需要が一

巡した上に、同業界の情報化投資の削減の傾向もあって、受注環境は一段と厳しさを増しましたが売上高は前年並

みを確保いたしました。同様に、銀行・保険業界におけるシステム開発におきましても受注環境は厳しさを増して

きておりますが、開発要員の適切な確保により前年を上回る実績を確保しております。

会計システム及び統合システムの開発に関しましては、工数精算型案件やその他のサービス案件は前年に対して

若干増加をしておりますが、一括開発案件の減少が大きく影響し、当該分野の売上高を減少させております。

ＰＬＭ(Product Lifecycle Management)支援ソリューションに関しましては、受注活動の遅れが第２四半期連結会計

期間まで影響し、前年に比較して売上高が減少する結果となりました。

　

③アウトソーシング事業

アウトソーシング事業の当第２四半期連結会計期間は売上高567百万円、営業利益53百万円となりました。

人事・給与・労務業務アウトソーシング分野におきましては、全般的に既存顧客を維持しつつ拡大を続けており

ます。人材派遣業務分野におきましては、景気の先行きが不透明であるため、需要悪化の傾向が一部で存在すること

や、派遣要員の安定的な確保及びそれに伴う採用コストの管理が継続的な課題となっておりますが、売上・利益と

も概ね予定通りに推移しております。経理・財務等のアウトソーシングは上場企業向け決算支援サービスが事業を

拡大しつつあり、利益面での貢献をしております。ＳＰＣ(特別目的会社)関連の記帳代行サービスは引き続き、生産

性の向上と利益の確保が課題となっております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、第１四半期連結

会計期間末比171百万円減少の4,280百万円となりました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税金等調整前四半期純利益424百万円に加え、資金増加要素として賞与引当金の増加233百万円、たな卸資産の

減少132百万円、資金減少要素として売上債権の増加416百万円、未払金の減少111百万円等により、87百万円の資

金収入となりました。なお、賞与引当金の変動は支給対象期間の差に起因し、売上債権、たな卸資産の変動は第１

四半期連結会計期間に比較して第２四半期連結会計期間に売上高が偏重することに起因しております。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

定期預金の純増加額100百万円、子会社株式の追加取得による支出48百万円、無形固定資産の取得による支出45

百万円等により、199百万円の資金支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

短期借入金の返済による支出60百万円等により60百万円の資金支出となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の発生額は、29百万円であります。なおシステム

開発事業において、当社で開発したフレームワークであるＭＢＢ(Method of Building Block)をベースに日立ソフト

ウェアエンジニアリング(株)（以下、「日立ソフト」）と共同開発いたしました「Ｆｉｔ－ＯＮＥ」に対する当社

開発担当部分の日立ソフト負担分50百万円を当第２四半期連結会計期間において控除しており、第２四半期連結累

計期間における当社グループの研究開発費の金額は12百万円となっております。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】

(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　普通株式 35,600,000

計 35,600,000

　

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数(株)

(平成20年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成20年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,969,000 8,969,000 ジャスダック証券取引所 －

計 8,969,000 8,969,000 － －

(注)  「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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(2)【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年６月29日定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在

(平成20年９月30日)

新株予約権の数（個）                  224

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）                  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）                          224,000　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）                  １株当たり　380　（注）２

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日

至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  380

資本組入額　　190

新株予約権の行使の条件

　新株予約権者は、権利行使時において当社または当社の

子会社の取締役及び使用人の地位にあることを要する。

　ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が

正当な理由があると認めた場合はこのかぎりではない。

　本新株予約権に関するその他の細目については、本総会

及び取締役会議に基づき、当社と新株予約権者との間で締

結する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注) １．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整す

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数

について行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分割も

しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行う。

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって次の算式

により払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合

を除く)又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端

数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

３．新株予約権の目的となる株式の数は、定時株主総会決議における新株発行予定数から、退職等の理由により

権利を喪失した者の新株予約権の目的となる株式の数を減じております。
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(3)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

平成20年７月１日～

平成20年９月30日

 (注)

6,000 8,969,000 1,140 2,218,860 1,140 1,019,081

　（注) 　新株予約権の権利行使による増加であります。

(5)【大株主の状況】

　 平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％）

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 東京都品川区東品川４－12－７ 3,187 35.53

株式会社シンプレクス・テクノロジー 東京都中央区日本橋１－４－１ 1,380 15.39

株式会社ケイ・ワイ 神奈川県川崎市麻生区栗木台４－10－17 441 4.91

ビジネスブレイン太田昭和従業員持株会 東京都港区南麻布２－12－３ 320 3.57

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座７－13－10 147 1.63

関     節 東京都大田区 126 1.40

木村　幸弘 静岡県浜松市東区 104 1.16

大和　知世 神奈川県川崎市麻生区 91 1.01

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 86 0.96

エイチエスビーシーバンクピーエルシークラ

イアンツノンタックストリ－ティ

 (常任代理人  香港上海銀行東京支店)

東京都中央区日本橋３－11－１ 83 0.92

計 － 5,964 66.49

　（注）　 当社は自己株式185千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主から除外しており

　　　　 ます。
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     184,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   8,782,700 87,827 －

単元未満株式 普通株式       1,800 － －

発行済株式総数 8,969,000 － －

総株主の議決権 － 87,827 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれております。

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

②【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱ビジネスブレイン太田

昭和

東京都千代田区内幸

町二丁目２番３号
184,500 － 184,500 2.06

計 － 184,500 － 184,500 2.06

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月　 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高 (円) 658 614 605 604 566 539

最低 (円) 590 580 593 555 535 410

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、末広監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,187,116 5,519,401

売掛金 2,167,893 2,712,457

有価証券 53,362 56,817

仕掛品 285,781 87,612

その他 534,559 502,204

貸倒引当金 △197 △961

流動資産合計 8,228,514 8,877,530

固定資産

有形固定資産 ※
 160,886

※
 171,465

無形固定資産 72,909 33,116

投資その他の資産

その他 1,613,308 1,617,923

貸倒引当金 △8,340 △5,050

投資その他の資産合計 1,604,968 1,612,873

固定資産合計 1,838,764 1,817,454

資産合計 10,067,278 10,694,984

負債の部

流動負債

買掛金 490,221 660,434

短期借入金 40,000 40,000

1年内返済予定の長期借入金 4,000 4,000

未払法人税等 89,327 274,303

賞与引当金 582,309 666,269

役員賞与引当金 18,250 45,779

その他 546,178 717,430

流動負債合計 1,770,285 2,408,215

固定負債

長期借入金 2,000 4,000

退職給付引当金 1,423,019 1,371,665

役員退職慰労引当金 131,563 146,271

その他 26,840 30,411

固定負債合計 1,583,422 1,552,347

負債合計 3,353,707 3,960,562
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,218,860 2,217,340

資本剰余金 2,654,808 2,653,288

利益剰余金 1,587,334 1,542,583

自己株式 △92,314 △92,268

株主資本合計 6,368,688 6,320,943

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △27,407 △15,585

評価・換算差額等合計 △27,407 △15,585

少数株主持分 372,289 429,063

純資産合計 6,713,570 6,734,421

負債純資産合計 10,067,278 10,694,984
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 7,442,059

売上原価 5,902,901

売上総利益 1,539,158

販売費及び一般管理費 ※
 1,309,148

営業利益 230,010

営業外収益

受取利息 6,296

受取配当金 2,809

その他 7,302

営業外収益合計 16,407

営業外費用

支払利息 821

支払手数料 853

事務所移転費用 1,094

その他 1,225

営業外費用合計 3,993

経常利益 242,425

特別損失

貸倒引当金繰入額 2,905

投資有価証券評価損 1,650

ソフトウェア構築補償等損失 1,657

その他 695

特別損失合計 6,907

税金等調整前四半期純利益 235,518

法人税、住民税及び事業税 71,676

法人税等調整額 60,238

法人税等合計 131,914

少数株主利益 6,194

四半期純利益 97,410
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 3,993,320

売上原価 2,997,557

売上総利益 995,763

販売費及び一般管理費 ※
 574,000

営業利益 421,763

営業外収益

受取利息 5,586

受取配当金 503

その他 2,039

営業外収益合計 8,128

営業外費用

支払利息 424

支払手数料 431

事務所移転費用 1,094

その他 395

営業外費用合計 2,344

経常利益 427,548

特別損失

貸倒引当金繰入額 2,805

その他 695

特別損失合計 3,500

税金等調整前四半期純利益 424,048

法人税、住民税及び事業税 64,765

法人税等調整額 122,554

法人税等合計 187,319

少数株主利益 10,977

四半期純利益 225,752
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 235,518

減価償却費 22,589

のれん償却額 1,271

退職給付引当金の増減額（△は減少） 51,354

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,708

賞与引当金の増減額（△は減少） △83,960

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △27,529

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,526

受取利息及び受取配当金 △9,105

支払利息 821

有形固定資産除却損 460

事務所移転費用 1,094

投資有価証券評価損益（△は益） 1,650

ソフトウェア構築補償等損失 1,657

売上債権の増減額（△は増加） 544,564

たな卸資産の増減額（△は増加） △198,032

仕入債務の増減額（△は減少） △170,213

未払金の増減額（△は減少） △86,875

未払消費税等の増減額（△は減少） △76,644

その他 △95,573

小計 100,865

利息及び配当金の受取額 9,105

利息の支払額 △1,603

ソフトウェア構築補償等損失の支払額 △1,657

法人税等の支払額 △263,232

営業活動によるキャッシュ・フロー △156,522

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △805,000

定期預金の払戻による収入 700,000

投資有価証券の取得による支出 △10,000

子会社株式の取得による支出 △47,547

有形固定資産の取得による支出 △6,274

無形固定資産の取得による支出 △45,734

その他 △1,305

投資活動によるキャッシュ・フロー △215,860

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000

短期借入金の返済による支出 △100,000

長期借入金の返済による支出 △2,000

株式の発行による収入 3,040

自己株式の取得による支出 △46

配当金の支払額 △52,659

少数株主への配当金の支払額 △16,693

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,358

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △440,740

現金及び現金同等物の期首残高 4,721,204

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,280,464
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
の変更
　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として個別法によ

る原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号　平成18年７月５日）が適用

されたことに伴い、主として個別法に

よる原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）により算定しております。

なお、これによる当第２四半期連結

累計期間における損益及びセグメント

に与える影響はありません。

（2）リース取引に関する会計基準の適用

　　所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、従来、賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

したが、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年

６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士

協会　会計制度委員会）、平成19年３月

30日改正））が平成20年４月１日以後

開始する連結会計年度に係る四半期連

結財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、第１四半期

連結会計期間からこれらの会計基準等

を適用し、通常の売買取引に係る会計

処理によっております。また、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、これによる当第２四半期連結

累計期間における損益及びセグメント

に与える影響は軽微であります。

【簡便な会計処理】

　該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※  　有形固定資産の減価償却累計額　　 269,841千円 ※　　有形固定資産の減価償却累計額　　 263,438千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬                       191,889千円

給与・手当・賞与               416,201     

賞与引当金繰入額               109,253      

役員賞与引当金繰入額            18,250     

退職給付費用                    21,147     

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬                       121,356千円

給与・手当・賞与               188,034  

賞与引当金繰入額                39,260

役員賞与引当金繰入額             9,125 

退職給付費用                    10,017

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸　

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年９月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 5,187,116

預入期間が３か月を超える定期預金 △960,014

有価証券勘定 53,362

現金及び現金同等物 4,280,464
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至
平成20年９月30日）
　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,969千株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 185千株

　３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年４月24日
取締役会

普通株式 52,659 ６  平成20年３月31日  平成20年６月20日
利益剰余

金

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間
末後となるもの

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年10月24日
取締役会

普通株式 52,707 ６  平成20年９月30日  平成20年11月28日
利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）

　
コンサルテ
ィング事業

(千円)

システム
開発事業

(千円)

アウトソー
シング事業

(千円)

計
(千円)

消去
又は全社

(千円)

連結
(千円)

売上高 　      

(1) 外部顧客に対する売上高 1,394,832 2,062,674 535,814 3,993,320 －　 3,993,320

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高
942 25,439 31,342 57,723 (57,723)　 －　

計 1,395,774 2,088,113 567,156 4,051,043 (57,723)　 3,993,320

営業利益 328,911 122,295 52,656 503,862 (82,099)　 421,763

当第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　
コンサルテ
ィング事業

(千円)

システム
開発事業

(千円)

アウトソー
シング事業

(千円)

計
(千円)

消去
又は全社

(千円)

連結
(千円)

売上高 　      

(1) 外部顧客に対する売上高 2,523,420 3,815,114 1,103,525 7,442,059 －　 7,442,059

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,333 51,278 63,188 115,799 (115,799)　 －　

計 2,524,753 3,866,392 1,166,713 7,557,858 (115,799)　 7,442,059

営業利益 243,926 91,543 96,049 431,518 (201,508)　 230,010

　（注）１．事業区分の方法

　　　　　　事業は、売上集計区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

コンサルティング事業 経営コンサルティング、業務コンサルティング、システムインテグレーション他

システム開発事業 システム設計及び開発、パッケージソリューション開発他

アウトソーシング事業 人事・給与・経理のアウトソーシング、人材派遣、医療事務受託他

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　　　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）

　    　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成20年９月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 721.88円 １株当たり純資産額 718.44円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 11.09円 １株当たり四半期純利益金額 25.71円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
11.00円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
25.53円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 97,410 225,752

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 97,410 225,752

期中平均株式数（千株） 8,780 8,782

   

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 73 61

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

２【その他】

平成20年10月24日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………52,707千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年11月28日

(注)　 平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年 11月 13日

株式会社ビジネスブレイン太田昭和

取締役会　御中

 末広監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 飯田　信夫　　印

 業務執行社員  公認会計士 鈴木　泰孝　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ビジネス

ブレイン太田昭和の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年

７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー

計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネスブレイン太田昭和及び連結子会社の平成20年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点にお

いて認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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